
ナパ・バレーの競売で受け入れ可能な入札
なく、Signorello Estateは融資元の管理下

に
需要低迷、債務負担、金利上昇に苦しむカリフォルニア州のワイン業界。再

建したSignorello Estateの売却も成立しなかった。
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11月10日火曜日にナパ・バレーで行われた抵当権実行に伴う競売は、需要の低迷、巨額の借り入れ、
資金調達コストの上昇が続いた後、ワイン業界を取り巻く状況がいかに急速に悪化したかを浮き彫
りにした。

KQEDによると、2017年のAtlas  Fire後に再建したナパの有名ワイナリー、Signorello  Estateは、
競売で受け入れ可能な入札がなかったため、融資元のAmerican  AgCreditに引き渡された。この結
果により、火災で施設が焼失した後、市場復帰を目指してきたワイナリーのオーナーによる長く費



用のかさむ取り組みは幕を閉じた。

この事例は、カリフォルニア州のワイン産地全体で高まりつつある圧力を示す、最も明確な例の一
つとなっている。供給と需要の不均衡に業界が苦しむなか、今年はナパやその他の高級産地で複数
のワイナリーが閉鎖や破産に追い込まれ、抵当権実行に直面した。KQEDの取材に応じたアナリスト
や融資機関は、販売が早期に改善しなければ、さらに経営難が広がる可能性が高いと述べた。

1977年に父親と共同でワイナリーを設立したRay Signorello Jr.は、問題は一つの事業にとどまら
ないと語った。KQEDに対し、業界は厳しい状況にあり、今後さらに事業継続を断念する企業が出る
可能性が高いと述べた。また、今回の不振は短期的な落ち込みではなく、構造的な変化だと説明し
た。

この違いは重要だ。ワイナリーはこれまで、コスト削減や債務再編、新たなオーナーへの売却など
を通じて、市場が回復するまで過去の低迷期を乗り切ってきた。しかし今回は、業界関係者によれ
ば、経営難に陥った事業を引き継ぐ買い手が減り、融資元も待つ姿勢を取りにくくなっている。

KQEDの報道によると、Signorello Estateは火災後の再建に約3,700万ドルの債務を負った。2018年
に融資を受けた時点では、米国のワイン販売はなお増加していた。しかし2024年にワイナリーが再
開した頃には、市場は大幅に弱含んでいた。

問題の根底には、消費者行動のより広範な変化がある。ワイン消費は着実に減少する一方、生産量
は高水準を維持してきた。特にベビーブーム世代を中心とする高齢層は年齢とともに飲酒量を減ら
しており、若年成人層は同じペースでその減少分を補っていない。この変化により、多くのワイナ
リーで市場が吸収できる量を超える在庫が生じ、生産者が融資返済に十分な現金を確保できるとい
う見通しも弱まっている。

カリフォルニア州のワイナリーと30年間にわたり仕事をしてきた退職銀行員のDan  Aguilarは、強
固なブランドでさえ経営難に陥りやすくなっているとKQEDに語った。銀行による担保物件の競売や
ワイナリーの破産は、状況の深刻さを示しているという。以前の低迷期には、多くの生産者がそこ
に至る前に別の打開策を見つけたり、新たなオーナーに売却したりできたためだ。

今では、そうした安全弁が弱まっているようだ。First  Citizens  Bankのワイン部門責任者で、同
行の年次報告書「State of the U.S. Wine Industry Report」の著者でもあるRob McMillanはKQED
に対し、一部のワイナリーがキャッシュフローを使い果たすなか、債権者は経営難の案件を何とか
処理しようとすることに疲弊していると語った。

債務コストの上昇も問題を深刻化させている。報告書によると、好況期に組んだ融資を借り換えた
一部のワイナリーは、その後、大幅に高い金利に直面し、場合によっては金利が2桁台に達した。
在庫を多く抱え、販売も鈍化している生産者にとって、こうした金利上昇は資金繰りをさらに圧迫
している。

財務面の圧力は、ワイン関連資産の評価にも影響している。かつてナパのワイナリーは、特に名声
の高い産地にある場合、投資家や競合事業者から幅広い関心を集めていた。しかし需要が減退し、
利益率が圧迫されるなか、買い手候補はより慎重になっている。その結果、融資元が売却しやすい
と見込んでいた不動産を抱えることになり、現在の市場でワイナリー、ブドウ畑、ブランドがどれ
ほどの価値を持つのか、再評価を迫られる場合がある。



飲料業界にとって、影響は一つの高級ワイン産地にとどまらない。ナパの不振は、アルコール需要
の低迷がテイスティングルームやケース販売から、信用市場、不動産価値、所有者の交代へと急速
に波及し得ることを示している。圧力が続けば、経営基盤の強い企業や融資元、投資グループが経
営難にある資産を引き継ぐ一方、小規模事業者が独立経営の維持に苦しみ、米国のワイン業界で統
合が加速する可能性がある。

McMillanはKQEDに対し、現在の破産や抵当権実行の波は痛みを伴うものの、業界が需要に見合う規
模へと縮小していることの表れでもあると語った。同氏の見方では、残るワイナリーがより健全な
利益を取り戻すには、この過程が必要だという。

調整には時間がかかる可能性がある。McMillanは、業界が回復し、カリフォルニア州のワイン販売
が2029年と2030年に再び成長に転じると予想している。それまでは、ワイナリーが過剰在庫の処理
に取り組み、より少ない買い手をめぐって競争するなか、消費者は例年にない魅力的な価格でワイ
ンを購入できる状況が続く可能性があると、同氏はKQEDに語った。


